
1 事業の成果

2 事業に関する事項

（１）　特定非営利活動に関する事業
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　　 　 結果、考えていた以上に大幅な赤字であったことが判明しました。　そこで福祉有償運送協議会に運賃
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　　　　運転出来るよう緩和されました。　当事業所はご利用者様に運転者不足によるご迷惑を掛けないよう、
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事　業　内　容

●　福祉有償運送事業の運送費の原価計算システムが市総務課の指導で行われ、２９年度の原価を算出した

●　東区幸町３丁目から長年希望していた東区海老ケ瀬１００７番地への移転作業や事務作業の開始も予定

　　 　 し（平成３１年４月より実施）、安全な運送を最重要事項とした上で、福祉有償運送事業の改善を行う予定

　　 　 値上げを申請し、認可して頂くことが出来ました。　今後は原価計算を月単位で算出するシステムを構築

　　　　通り順調に行われ、今後は落ち着いて営業が出来る体制になりました。

　　 　 です。
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●　福祉有償運送事業の運転者の要件（上限年齢）の緩和措置で、４項目の条件を満足した上で、７３歳まで

　　　　その間に運転者の増員を行う予定です。
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